
 

港区立産業振興センターの管理運営に関する年度協定書（令和６年度） 

 

港区（以下「甲」という。）とみなと・キャンパス・リロ グループ（以下「乙」とい

う。）とは、令和４年４月１日に、港区立産業振興センター（以下「本施設」という。）

の管理運営に関して締結した「港区立産業振興センターの管理運営に関する基本協定」

（以下「基本協定」という。）に基づき、本施設の管理運営に関わる年度協定（以下「本

協定」という。）を締結する。 

 

（目的） 

第１条 本協定は、本施設の管理運営業務（以下「本業務」という。）の各年度の業務

内容及び本業務の実施に対して支払われる管理運営に要する費用（以下「指定管理料」

という。）を定めることを目的とする。 

（協定の期間） 

第２条 本協定の有効期間は、令和６年４月１日から令和７年３月３１日までとする。 

（業務内容） 

第３条 令和６年度の業務内容は、基本協定第９条に定めるとおりとする。 

（指定管理料の額） 

第４条 基本協定第３３条第２項に規定する指定管理料の額は、年間 373,435,150 円

（消費税を含む。）とする。 

（指定管理料の支払） 

第５条 指定管理料は、四半期ごとに、業務履行確認後、乙からの請求に基づき支払う

ものとする〔前払いの場合：四半期ごとに、乙からの請求に基づき前金払にて支払う

ものとする〕。ただし、基本協定第３４条の規定により指定管理料を変更した場合は、

甲乙協議の上、これを変更するものとする。 

２ 前項に定める四半期ごとの指定管理料の支払額は、次のとおりとする。 

（支払の内訳） 

対象期間 支払額 

第１四半期 93,358,795円 

第２四半期 93,358,785円 

第３四半期 93,358,785円 

第４四半期 93,358,785円 

合 計 373,435,150円 

３ 甲は、前項の指定管理料について、適正な請求があったときは、請求のあった日か

ら３０日以内に乙に支払うものとする。 

４ 甲は、前項の期間内に第１項で定める支払金額を支払わないときは、乙に対し、支

払期限の翌日から支払をした日までの日数に応じ、支払金額に政府契約の支払遅延防

止等に関する法律（昭和２４年法律第２５６号）第８条第１項の規定に基づき財務大



臣が決定した率と同率（年当たりの率は、閏年の日を含む期間についても、３６５日

当たりの率とする。）を乗じて計算した額を遅延利息として支払うものとする。 

５ 乙は、成果配分として、当年度の収入が当初の収支計画の収入見込み額を超え、か

つ、当年度の収入額が当年度の支出額を上回る場合には、当年度の収入額から当初の

収支計画の当年度の支出見込み額あるいは当年度の支出額のうち、金額の大きい方の

額を差し引いた額の２分の１を甲に対し納入するものとする。ただし、納入する額は

算出した額の千円未満を切り捨てた額とする。 

６ 前項の実績数値は、基本協定第２６条第３項に規定する業務実績報告書に基づき、

甲乙で確認するものとする。 

（指定管理料の清算） 

第６条 乙は、基本協定第３３条第５項に定める余剰金等が発生したときは、甲が指定

する期限までにこれを返還しなければならない。 

（協議） 

第７条 本協定に定めのない事項について疑義が生じた場合は、甲乙協議の上決定する

ものとする。 

 

 

 本協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙双方記名押印の上、各自その１

通を保有する。 

 

令和６年４月１日 

 

 

甲  港区芝公園一丁目５番２５号 

    港 区  

港 区 長 武 井  雅 昭     

 

                                 乙  港区西麻布二丁目１０番１号 

                                      特定非営利活動法人東京都港区中小企業経営

支援協会内 

 

                                      みなと・キャンパス・リロ グループ 

                                      代表団体 

                                       特定非営利活動法人 東京都港区中小企業 

                                       経営支援協会 

                                       理事  鳥海 孝   

 


